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1）　永井敏雄「判批」最判解刑事篇昭和 63 年度 277 頁。
2）　例えば、山口厚『基本判例に学ぶ刑法総論』（成文堂、2010 年）19 頁以下参照、
橋爪隆「危険の現実化としての因果関係（1）」法教 403 号（2014 年）90 頁。




































































































　さらに、後者については介在事情の性質によって ｢第三者の介在行為｣ 5）、 
「被害者の介在行為｣ 6）、｢被告人の介在行為｣ 7）に分類される。また、｢第三者の




して挙げられるのは砂末吸引事件（大判大正 12 年 4 月 30 日刑集 2 巻 378 頁）
4）　例えば、最判昭和 25 年 3 月 31 日刑集 4 巻 3 号、最判昭和 46 年 6 月 17 日刑集 25
巻 4 号 567 頁等。
5）　例えば最判昭和 42 年 10 月 24 日刑集 21 巻 8 号 1116 頁、最決平成 2 年 11 月 20
日刑集 44 巻 8 号 837 頁、最決平成 18 年 3 月 27 日刑集 60 巻 3 号 382 頁等。
6）　例えば、最決平成 4 年 12 月 17 日刑集 46 巻 9 号 683 頁、最決平成 15 年 7 月 16
日刑集 57 巻 7 号 950 頁等。
7）　例えば、最決昭和 53 年 3 月 22 日刑集 32 巻 2 号 381 頁等。
























8）　橋爪・前掲注（2）90 － 91 頁。
9）　橋爪・前掲注（2）90 頁。
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例で直接実現型に属する典型例としては、大阪南港事件（最決平成 2 年 11 月









































































11）　例えば最決平成 4 年 12 月 17 日刑集 46 巻 9 号 683 頁は、被害者の介在行為につ
いて「被告人の右行為から誘発されたものであって、被告人の行為と被害者の死亡
との間の因果関係を肯定するに妨げないというべきである」と判示している。
12）　葛原力三「判批」『刑法判例百選Ⅰ　第 6 版』（有斐閣、2008 年）34 頁以下参照。
13）　大谷實『刑法講義総論　新版第 4 版』（成文堂、2012 年）161 頁、前田雅英『最





は、橋爪隆「危険の現実化としての因果関係（2）」法教 404 号（2014 年）96 頁以下。




















15）　大塚仁＝河上和雄＝佐藤文哉編『大コンメンタール刑法　第 2 巻〔第 35 条～第














ので被害者の手を放し、被害者が川へ落ちて死亡した事案（大判大 12 年 3 月
23 日刑集 2 巻 254 頁）や、強姦の被害者がショック状態に陥ったため、死亡
したものと誤信した被告人が、被害者を戸外に放置したところ凍死した事案




















18）　橋爪・前掲注（2）89 － 90 頁、同・前掲注（14）97 頁。






する。一審（福岡地判平成 26 年 9 月 5 日 19））では因果関係が肯定されたが、二
審（福岡高判平成 27 年 8 月 28 日 20））において因果関係が否定されて地裁に破















































































































最判昭和 25 年 11 月 9 日刑集 4 巻 11 号 2239 頁、最決平成 15 年 7 月 16 日刑
集 57 巻 7 号 950 頁いわゆる高速道路進入事件等）を行った場合とそれ以外の
場合（最決昭和 63 年 5 月 11 日刑集 42 巻 5 号 807 頁いわゆる柔道整復師事件、












































都法 59 巻 1 号（2018 年 7 月） 323
して、時間的接着性は不可欠の要素とまではいえないものと考えられる。
4．むすびに代えて
　本件は因果関係が問題となる事案の中で、「被告人の実行行為後、さらに被
告人の介在行為が存在した事例」に属する事案である。このような事案の解決
の際に、近時の判例の立場とされる危険の現実化からはいかなる観点によって
因果関係が否定されるのかについて本件評釈裁判例をもとに検討を行った。得
られた結論は以下の通りである。
　まず、事案が直接実現型事例と評価される場合は因果関係が否定されること
は原則としてない 23）。この点は、被害者の介在行為、あるいは第三者の介在行
為の類型についても同様であると考えられる。
　一方で、間接実現型事例の場合には、介在事情を含めた判断も必要となって
くるが、その際に介在事情の「一般的通常性」が考慮される。本評釈事案およ
び比較事案では、結果を生じさせた介在行為の「帰責性」の観点のみでも被告
人の実行行為との関連性を否定しうるものと思われるが、あえて「一般的通常
性」に言及している点に着目すれば、危険の現実化を判断する際にも「一般的
通常性」という判断基準を実務も重視しているものと考えられる。
　ただし、当該状況における通常性であるのか、社会一般的な状況における通
常性によって判断するのかという問題は残されている。両判例は社会的一般性
の観点から判断していると解されるが、例えば、一般的には異常とも考えられ
る介在事情も当該事例の状況においては被告人の行為から生じることが通常と
判断できる場合も考えられるのであり、そのような場合に通常性を否定すると
不都合な結論に至ることもあるのではないかと考えられる。
　そして、被告人の介在行為が「帰責性」のある行為か否かという観点も重要
な判断要素となっている。被告人の当初の行為との関連性を肯定する際に、実
23）　橋爪・前掲注（14）93 頁以下参照。
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行行為を補完する目的で行った行為であれば、当初の行為から生ずることが予
見される介在行為として、行為の危険性に含まれると判断しうる。この点につ
いて、第三者の介在行為や被害者の介在行為の場合には「帰責性」のない行為
と判断されれば、危険の現実化が肯定される判断に向かうのと対照的であり、
「帰責性」のない介在行為であれば危険の現実化を否定する判断へと向かうの
は被告人の行為の介在事例に特有の判断ということができるものと考えられる。
　以上、本評釈で検討したように、危険の現実化を否定された事例では「一般
的通常性」および介在行為の「帰責性」という二つの観点が判断要素として考
慮された。これらは危険の現実化から因果関係を否定する場合に他の事案で用
いられることも十分考えられる判断要素である。ただし、本件で検討した判例
は下級審判例での判断であり、今後、最高裁判例において危険の現実化の観点
から因果関係を否定する判断が示されるかが注目されるところである。
